
災害時における協力体制の確保に関する協定書 

 

大窪地区自治会連合会を甲、株式会社小田原百貨店を乙、小田原市を丙として、小田

原市域において災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第２条第１号に規定する災害

が発生したとき（以下「災害等」という。）に地区内における協力体制の確保を図るため、

小田原市自治会総連合と小田原箱根商工会議所及び小田原市による防災に関する包括連

携協定（令和３年８月 30日締結）に基づき、次のとおり協定を締結する。 

 

第１章 一時避難場所の確保 

 

（一時避難場所の確保） 

第１条 甲は、災害等のうち地震の発生時に、乙が所有する次の施設を一時避難場所と

して地域住民に使用させるものとする。 

施設名 所在地 

小田原百貨店 食品館 板橋店 駐車場 小田原市板橋８３−１ 

２ 一時避難場所の運営は甲が行い、乙はできる限りこれに協力する。なお、施設のう

ち使用可能な箇所や運営方法等については、甲乙両者で別途協議する。 

３ 住民の一時避難場所への移動もしくは一時避難場所に避難している際に発生した事

故等について、乙及び丙は、責任を負わない。 

４ 一時避難場所に避難している際、避難した者により生じた使用施設等の破損や汚損

については、その当事者もしくは甲が原状に復する。 

 

第２章 物資調達 

 

（要請） 

第２条 甲は、災害等により、物資の確保を図る必要があると認めるときは、乙が保有す

る物資の調達を要請するものとする。 

 

（要請事項の措置） 

第３条 乙は、甲から前条の要請をうけたときは、特に業務上の支障その他やむを得ない

事由のない限り、速やかに適切な措置をとるとともに、その措置事項を甲に連絡するも

のとする。 

 

（調達数量） 

第４条 調達数量は、乙の保有数量の範囲内で甲の必要数量とする。 

 

（要請の方法） 

第５条 第２条に掲げる物資の調達要請は、物資供給要請書（様式第１号）によるものと

する。ただし、急を要するときは口頭、電話その他の方法によることができることとし、

その場合においては、事後において物資供給要請書を提出するものとする。 



（物資の価格及び代金の支払） 

第６条 物資の価格は、災害発生時直前における適正な価格とし、その代金は、乙からの

請求次第出来る限り速やかに丙が支払うものとする。 

 

（物資の引渡し） 

第７条 物資の引渡し場所は甲が指定するものとし、甲は、当該場所で乙の提出する納品

書等に基づき、調達物資を確認のうえ、これを引き取るものとする。この場合において、

甲は必要に応じて、乙に対し運搬の協力を求めることができるものとする。 

 

（災害時における相互の情報提供） 

第８条 甲及び乙は、災害発生後、速やかに相互に連絡をとり災害発生状況等について相

互に情報提供を行うよう努めるものとする。 

 

（疑義等の解決） 

第９条 この協定履行に当たり疑義を生じたとき、又はこの協定に定めのない事項につい

ては、甲乙丙協議の上解決するものとする。 

 

（有効期問） 

第１０条 この協定書の有効期間は、令和５年５月 22 日からとし、甲、乙、丙、何れか

の申し出がない場合は、継続するものとする。 

 

この協定を証するため、本書３通を作成し、甲、乙及び丙３者記名押印の上各１通を保

有する。 

  



様式第１号（第５条関係） 

年   月   日 

 

物資供給要請書 

 

 

 

 事業者名             様 

 

        地区 会長             

 

 

    年   月   日付けで事業者名            と小田原市と締結した

災害時における物資の調達に関する協定書第２条第１項の規定により、下記のとおり協力を要請

します。 

記 

 

事    項 内      容 

 

要 請 理 由 

 

 

 

 

品目・数量 

 

 

 

 

搬 入 場 所 

 

 

日    時 年   月   日       時 

 

備    考 

 

 


